
         武蔵野市 耐震化緊急促進アクションプログラム 2026    令和８年３月 策定 

１ 目的 

 アクションプログラムは、武蔵野市耐震改修促進計画（令和８年度～12年度）に基

づき策定する。 

２ 位置付け 

３ 対象区域及び対象建築物 

令和８年度は【耐震化助成事業】と【普及啓発等】を実施する。 

各事業の目標数値は、昨年度の実績を踏まえ次のとおりとする。 

 

【耐震化助成事業】  

【普及啓発等事業】  

令和７年度の実績は次の

とおり。 

 

【耐震化助成事業実績】  令和８年３月現在 

【普及啓発事業実績】 

令和８年度に向けた充実・改善策は次のとおり。 

 

【耐震化助成事業について】 

【１】旧耐震基準の住宅についてはアドバイザー派遣制度の活用等を行い、引き続き耐震化を

促していく。新耐震基準の木造住宅については、まずは耐震診断を実施するように啓発を行

う。 

【２】分譲マンションへの耐震化を促すため、普及啓発を強化する。 

【普及啓発等事業について】  

【３】WEBを活用した普及啓発の方法等を検討し、耐震化の重要性・有用性を多くの人に伝え

耐震化の機運を高めていく。分譲マンションについては「東京都分譲マンション管理状況届出

制度」を活用し、各管理組合の連絡窓口の把握に努めたうえで、都と連携し耐震化の必要性と

助成制度の周知を図る。そのほか、未耐震の分譲マンションへ向けた啓発文書の送付やセミ

ナーの開催を検討する。 

令和７年度の取組みの振り返りは次のとおり。  

 

【耐震化助成事業について】  

【１】戸建住宅等については、令和６年は能登半島地震の影響からか、旧耐震基準の住宅

及び新耐震基準の木造住宅において、例年よりも申請件数が多かったが、令和７年度は概

ね例年通りの申請件数となっている。 

【２】分譲マンションについては、助成実績は0件であったが、相談・見積リの耐震アドバイザー

派遣で１件実績があったほか、次年度以降に向けた耐震化の相談を受けたものが３件（補

強設計１件、除却１件、改修１件）あった。合意形成等耐震化実施への課題も多いため、普

及啓発を強化し、耐震化を促進する必要がある。 

【普及啓発等事業について】  

【3】DMの送付や市主催のイベントへの啓発ブースの出展等により、耐震化の必要性や本市

制度の内容などについて周知することができた。 

４ 取組内容・目標・実績等 

計画 実績 

振り返り 

 内 容 目標戸数 

１ 【耐震診断】現状の耐震性の調査等に係る費用の一部を助成。 50戸 

２ 【補強設計】耐震化を確保するための補強計画、設計に係る費用の一部を助成。 50戸 

３ 【耐震改修等】耐震性を確保する改修、建替え、除却に係る費用の一部を助成。 50戸 

５ 
【納得コース】安心パックを利用した後に、耐震改修+実施設計（設計変更含む）+工事監理を

一体的に実施した場合に係る費用の一部を助成。 
5戸 

６ 
【耐震診断（アドバイザー派遣）】専門家（アドバイザー）を派遣し、新耐震基準の木造住宅の耐

震診断を実施。 
5戸 

４ 
【安心パック】専門家（アドバイザー）を派遣し、旧耐震基準の木造住宅（長屋、アパートも含む）

の耐震診断+補強計画+工事費概算算出までの取り組みを一体的に支援。 
5戸 

改善策 

１ 耐震診断 0戸 

２ 補強設計 1戸 

３ 耐震改修等 57戸 

４ 安心パック 6戸 

５ 納得コース 1戸 

６ 
耐震診断（（アドバイザー派

遣） 
2戸 

１ 
【全市民に対する周知・普及】 ①市報、HP等での広報 ②耐震セミナー等の実施              
③啓発リーフレットの配布 

２ 
【住宅所有者向け】 ①耐震化助成制度のDM送付 ②専門家（アドバイザー）を派遣し、相談・簡易診断
の実施 

３ 
【耐震診断実施済み住宅所有者向け】 ①耐震診断等終了時に耐震化助成制度案内リーフレットの送付    
②耐震診断実施後、1年以上耐震化未着手の所有者に対する電話等によるヒヤリングの実施 

４ 
【耐震改修等実務者向け】 ①東京都や関係団体と連携した実務者講習会の実施  ②実務者講習会
受講者のリスト化、窓口等での紹介、閲覧の実施 

１ 
①適宜実施 ②普及啓発イベント実施
（５月、11月） ③実施 

２ 
①約48,000戸に実施 ②37件（99戸）

に実施 

３ ①対象なし  ②３件に実施 

４ 
①HPにて実務者講習会を紹介  ②3月

より実施 

 『武蔵野市耐震化緊急促進アクションプログラム2026（以下「アクションプログラム」と

いう。）』は、市耐震改修促進計画における目標（令和１２年度末までに住宅の耐震化率

95％）の達成に向け、住宅の耐震化をより一層推進していくことを目的に策定する。 

 なお、国庫補助金の更なる交付を受けるため、毎年度、【耐震化助成事業】と【普及啓

発事業】の具体的取組みを位置づけ、その進捗状況を把握・振り返りを行うとともに、ア

クションプログラムの充実・改善等を図り、その内容を公表していくものとする。 

  

【対象区域】  

 市内全域とする。 

 

【対象建築物】 

 建築基準法（昭和25年法律第20号）の旧耐震基準（昭和56年５月31日以前に着

手したもの）により建築された住宅等（一戸建て、長屋、共同住宅（＊マンションも含

む））及び新耐震基準（昭和56年６月１日以降平成12年５月31日以前に着手したも

の）により建築された平屋又は２階建ての木造住宅（一戸建て、長屋、共同住宅）とす

る。 

 なお、『東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例』に規定す

る緊急輸送道路の『沿道建築物』は除く。 

 

＊マンションとは、地階を除く階数が3以上かつ延べ面積が1000㎡以上の共同住宅で、耐火建築物

又は準耐火建築物であるものをいう。 


